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 株式会社 東洋 
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InterKX 所得税／所得税顧問 平成 24 年版（H24.10）の対応予定についてご連絡いたします。 

なお、当内容は変更される可能性がありますので、あらかじめご了承願います。 
 

１．発行プログラム 

２．税制改正の内容 

３．様式の変更 

４．(震災関連帳票)雑損失の計算書の削除 

５．財務連動・減価連動について 
 

 

１．発行プログラム 

1-1. 発行プログラム 

今回発行するプログラムとバージョンアップの対象バージョンは、次のとおりです。 

製品名 発行プログラム 更新の対象 

所得税顧問スタンドアローン版 
H24.10 

H23.10 、H23.11、 H23.12 

H23.10.e1 、H23.11.e1、 H23.12.e1 所得税顧問ネットワーク版 

1-2. リリース日時（予定）  

例年同時期を予定しています。 

提供方法   

CD 送品（物流） 2013 年 1 月 29 日（火）送品開始 

エプソン会計システム「マイページ」 2013 年 1 月 18 日（金） 9 時公開 

・マイページは、保守契約にご加入で、改版納入方法をダウンロード選択された後に改版手配されたお客様が対象です。 

・所得税顧問スタンドアローン版の期限付きプロダクト ID：196119-186752-641989-620539 

1-3. 所得税 電子申告プログラム（H24.1.e1）について 

電子申告システム H24.20 と同時に公開します。（2013 年 1 月 30 日(水)公開予定） 

所得税の電子申告を行う場合は、電子申告システムと所得税電子申告プログラムの両方のセットアップ（バ

ージョンアップ）が必要です。 

 

２．税制改正の内容 

システムに関係する税制改正のうち主なものは以下のとおりです。 
 

2-1. 生命保険料控除の改組 

生命保険料控除が改組され、次の①～③までによる各保険料控除の合計金額が(上限)12 万円とされました。 

①一般生命保険料控除 ②介護医療保険料控除【新設】 ③個人年金保険料控除 
 

 拝啓 貴社益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

  さて早速ながら下記の内容につきましてご連絡申し上げます。 

  なお、ご注文期間が短い為ご迷惑をおかけ致しますが、よろしく

ご協力の程、御願い申しあげます。ご不明な点、ご質問などがござい

ましたら、弊社までお問い合わせください。                                        

                          敬 具 

所得税顧問 平成 24 年版(H24.10)の予定 
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【システムの対応】 

申告書 A および申告書 B［生命・地震］タブの「生命保険料控除」欄を変更します。 
 

 
 

【前年データ取込】 

平成 23 年版を使用しての先行入力で生命保険料控除に関する入力を行っていた場合、すべて旧生命保険

料として取り込みを行います。 
 

2-2. 認定低炭素住宅における税額軽減措置の創設【住宅借入金等特別控除の改正】 

認定低炭素住宅を取得した場合には、住宅借入金等特別控除について優遇されることとされました。 
 

居住開始年 平成 24 年 平成 25 年 

借入金等年末残高の限度額 4,000 万円（3,000 万円） 3,000 万円（2,000 万円） 

※（）内は 通常の限度額 
 

2-3. 認定長期優良住宅新築等特別税額控除の延長 

税額控除限度額が 50 万円（改正前：100 万円）に引き下げられ、その適用期限が平成 25 年 12 月 31 日ま

で２年延長されました。 
 

2-4. 減価償却資産の定率法の改正（200％定率法） 

平成 24 年４月１日以後に取得する減価償却資産について、定率法の償却率が、定額法の 200％（改正前：

定額法の 250％）とされました。 

ただし、経過措置により、平成 24 年 4 月 1 日以後に取得した減価償却資産についても従来の「250％定率法」

を適用することができます。 
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【システムの対応】 

償却方法の選択に「200％定率」「250%定率」を追加しました。 
 

▼青色申告決算書の例 

 
 

なお、印刷時は、（記載の手引きに従い、）200%定率・250%定率どちらの場合も「定率」と印刷します。 
 

【前年データ取込】 

定率法を選択している減価償却資産がある場合、前年データ取込ではそのまま 250％定率法として取り込

みを行いますので、200%定率法で計算する減価償却資産がある場合は、平成 24 年版で修正を行ってくだ

さい。 
 

 

 

３．様式の変更 

システムで対応している様式について、主な変更は次のとおりです。 
 

3-1. 確定申告書 

第二表、第四表付表(一)(二)について大きく変更がありました。 

■第二表 

生命保険料控除の改組により控除種別が増えた（新生命保険料、介護医療保険料、新個人年金保険料）こ

とを受け、⑭生命保険料控除欄のレイアウトの見直しが行われました。 

従来は、 

定率としていました。 
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なおこの影響で、B 様式については次の項目について明細行数がそれぞれ 1 行ずつ減りました。 

・⑫社会保険料控除 （昨年様式：3 明細 → 本年様式：2 明細） 

・⑬小規模企業共済等掛金控除 （昨年様式：3 明細 → 本年様式：2 明細） 

■第四表付表(一)(二) 

第四表付表(一)から、「純損失の繰越控除の特例に係る要件判定」欄が削除されました。 

第四表付表(二)については、前々年(平成 22 年)の繰越損失欄に震災用の損失の入力ができるようになった

他、前年(平成 23 年)についての純損失の金額について要件該当非該当の別に記載を行うようになりました。 
 

3-2. 青色申告決算書、収支内訳書 

損益計算書（自 1 月 1 日 至 12 月 31 日）の日付入力欄が OCR 読取枠に変更されました。 
 

3-3. 住宅借入金控除の計算書 

住宅借入金等特別控除の重複適用を受ける場合の記載欄が追加されました。 

 
 

▼重複期間の特例を適用する場合の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

なお、当システムでは、住宅借入金控除計算書の複数枚作成には対応していません。 

重複適用を受けるため、複数枚の提出を行う場合は、一方を手書きしていただくか、個人コピーを行い別

データで作成いただくか等の運用をお願いします。 
 

3-4. 給与所得の源泉徴収票 

生命保険料控除の改組などにより、「給与所得の源泉徴収票」の様式が変更になりました。 
 

４．(震災関連帳票)雑損失の計算書の削除 

東日本大震災により住宅や家財などに被害を受け、雑損失の金額のうちに災害関連支出がある場合に使用す

る「雑損失の金額の計算書」を削除します。 
 

当帳票は、初年目の震災雑損失額を計算するための様式です。 

また、その場合においても、提出は任意となっており、提出を強制するものではありません。 

初年目の震災雑損失額は、平成 22 年版または平成 23 年版にて申告済みであるケースが多いことを考慮し、

本機能を削除することにしました。 
 

 

 

５．財務連動・減価連動について 

連動できる財務システム、および減価システムのバージョンは以下のとおりです。 
 

・財務システム：InterKX 財務会計 3.5 以降、財務応援 Super/Lite 7.5 以降 

・減価システム：8.1 以降 
 

なお、上記のうち、財務システム Ver.4.4/8.4 以前、減価システム Ver.13.1 以前については、200%定率法に対

応していないバージョンです。 

200%定率法に対応していないバージョンからの連動取込について、定率法を選択している資産は「250％定率」

として取り込みを行います。 
 

以上よろしくお願いします。 

二
面
（
計
算
書
） 

二
面
（
計
算
書
） 

住宅借入金 

控除計算書 

 

【再取得分】 

住宅借入金 

控除計算書 

 

【滅失分】 

こちらにのみ、 

「再取得分」と「滅失分」

の計を記載します。 
こちらには 

計の金額は 

記載しません。 

提出は両方行います 
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所得税顧問 平成 24 年度版 ご注文書 
 
   貴社名                         ご担当者名           
    

改版商品(改版対象バージョン：H23.10 以降) 商品ｺｰﾄﾞ 改版価格（税込） ご注文欄 

所得税顧問 改版 B25H241 \36,750  

所得税顧問 3 ﾕｰｻﾞｰ 改版 B325H241 \57,750  
所得税顧問 5 ﾕｰｻﾞｰ 改版 B525H241 \78,750  
所得税顧問 追加ﾗｲｾﾝｽ 5 ﾕｰｻﾞｰ 改版 B25T5H241 \31,500  

    

所得税顧問年間保守契約 商品ｺｰﾄﾞ 年間保守契約料 ご注文欄 

所得税顧問 ｽﾀﾝﾄﾞｱﾛﾝ版 HKBIZ25 \31,500  
所得税顧問 3 ﾕｰｻﾞｰ HKBIZN325 \47,250  
所得税顧問 5 ﾕｰｻﾞｰ HKBIZN525 \63,000  

所得税顧問 追加ﾗｲｾﾝｽ 5 ﾕｰｻﾞｰ毎 HKBIZN625 \26,250  
所得税顧問 ﾗｲｾﾝｽ用 HKLBIZ25 \12,600  

    

マニュアルセット 商品ｺｰﾄﾞ 年間保守契約料 ご注文欄 

所得税顧問 マニュアルセット BIZ25MNP \2,625  

※保守改版商品へのマニュアル同梱中止に伴い、マニュアルセットを別売でご用意いたします。 

今回ご不要    

 

※今回保守対象となる保守改版ユーザー様は、リリース月“２０１３年１月”が保守契約期間に 

含まれる方です。（保守契約開始月が２０１２年２月～２０１３年１月までの方が該当） 

 

 ※保守契約済みのユーザー様につきましては、弊社でプログラムの手続きを致しますので、 

注文書の返送は不要です。 
 
※年間プログラム保守契約のみのユーザー様は、プログラムは配達のみとなりますのでご了承お願いします。 

なお、インストールご希望のかたは別途料金が発生いたします。 
  年間インストール代 \12,600（税込）     ご希望の方はご連絡ください。 
 

ご不明な点がございましたら担当営業までご確認ください。 

 

出荷開始予定日 ：２０１３年 １月２９日（火） 

ご注文の締切り日：２０１３年 １月 ９日（水）ＡＭ１０：００まで 

 

ＦＡＸ ０７５－５９２－３０３０ 
 


